
 

公表資料 

法人の経営状況等 

令和６年７月30日作成 

１ 団体概要 

団 体 名 公益財団法人高知市都市整備公社 設立年月日 
平成６年３月30日 

（平成24年４月１日公益財団法人移行） 

代 表 者 理事長 松村 和明 作成担当部署 都市建設総務課 

所 在 地 高知市本町５丁目１番45号 高知市役所たかじょう庁舎６階 

電話番号 088-855-7700 ＨＰアドレス http://www.kochishi-ts.or.jp/ 

資本金(基本財産) 10,000千円 市出資額 10,000千円 市出資割合 100％ 

設立目的 
都市施設の整備，保全及び運営並びに緑化推進及びまちづくりに関する事業を行い，高知市民の福祉の 

向上と地域振興に寄与する。 

業務内容 

⑴ 高知市内都市公園及び街路樹の管理 

⑵ わんぱーくこうち管理運営 

⑶ 花を中心としたまちの緑化推進 

⑷ 高知市の中心市街地活性化に資する事業 

⑸ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 
  ※令和６年４月１日現在 

 

２ 財務状況 

貸
借
対
照
表 

項目 
金額(千円)  

損
益
計
算
書 

項目 
金額(千円) 

３年度 ４年度 ５年度  ３年度 ４年度 ５年度 

総資産 220,093 193,794 192,759 

 

 総収入 676,849 614,685 632,709 

負債 135,728 120,080 123,652  (うち市からの補助金･委託金) (566,151) (550,475) (568,106) 

(うち有利子負債) (0) (0) (0)  経常損益 738 

 
△9,251 △3,998 

純資産 84,366 73,714 69,108  当期損益 157 

 
△9,251 △3,998 

利益剰余金 66,080 56,829 52,831  減価償却前当期損益 4,990 △4,169 924 
※公益財団法人については，下記について公益法人会計基準により読み替えてください。 

 (1) 貸借対照表            (2) 損益計算書 

    純資産 ⇒ 正味財産合計        損益計算書 ⇒ 正味財産増減計算書 

    利益剰余金 ⇒ 一般正味財産      総収入(＝売上高＋営業外利益＋特別利益) ⇒ 総収入(＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増減額) 

                       経常損益 ⇒ 当期経常増減額 

                       当期損益 ⇒ 当期一般正味財産増減額 

 

３ 役職員の状況 
役員数 役員平均年齢 役員平均年収 職員数 職員平均年齢 職員平均年収 

１人 － 歳 － 千円 10人 50 歳 5,419千円 
※人数及び年齢は令和６年３月31日時点。平均年収は令和５年度。 

※役員は，常勤役員であり，非常勤の役員７名（うち市職員３名）を含まない。 

※職員は，正規職員であり，嘱託職員４名（市ＯＢ），市併任２名・再雇用２名・事業年度２名を含まない。 

※常勤役員，正規職員が１名のみの場合は，平均年齢及び平均年収欄には「 - 」と表示する。 

 

４ 団体への市の関与の状況 

 (1) 公的支援 

項目 
金額(千円) 

備考(目的，内容，算出根拠等) 
３年度 ４年度 ５年度 

① 補助金(助成金) 45,888 40,941 49,348 緑化推進補助金・管理運営補助金 

 ② 利子補給金 0 0 0 － 

③ 税の減免等 766 764 764 

 

固定資産税(760)・軽自動車税(4) 

④ その他(          ) 0 0 0 － 

小計 46,654 41,705 50,112 － 

⑤ 損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0 － 

⑥ 出資金，低利貸付等に伴う機会費用 0 0 0 － 

小計 0 0 0 － 

合計 46,654 41,705 50,112 － 
     

(参考)委託料 520,263 509,534 518,758 指定管理料含 

 (2) その他 

項目 
金額(千円) 

備考(目的，内容，算出根拠等) 
３年度 ４年度 ５年度 

① 

損失補償契約に係る債務残高 0 

 

0 0 

－ (将来負担額) 0 

 

0 0 

(将来負担算入率) 0 

 

0 0 

② 貸付金残高 0 

 

0 0 － 

③ 出資金 10,000 10,000 10,000 － 

合計 10,000 10,000 

 

10,000 基本財産 

  

５ 地方公共団体による監査結果 
・令和５年度中の地方公共団体による監査なし。 

 


